
平成２２年度一般会計補正予算説明資料
５款 労働費
１項 労政費 雇用人材総室［雇用就業支援室］（内線:７２２９）
１目 労政総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳 備
事 業 名 補 正 前 補 正 計

国 庫 支 出 金 起 債 その他 一般財源 考

鳥取県緊急雇用
創出事業臨時特 1,000,000 1,000,000 2,000,000 1,000,000
例基金造成事業

トータルコスト 1,000,000 1,000,000 2,000,000 （補正に係る主な業務内容）
基金管理事務

従事する職員数 0人 0人 0人

工程表の政策 緊急雇用対策のための基金事業による雇用創出
目標(指標)

説明

１ 事業の目的・概要

臨時的な雇用機会の創出を図る事業を実施することを目的とした鳥取県緊急雇用創出事業臨時

特例基金を積み増しする。

２ 主な事業内容

現在、国からの交付金により鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金を造成し、雇用機会の創出

を図るための事業の財源に充当している。この度、国の補正予算により基金積み増しのための交

付金の追加交付が見込まれるため、鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金を積み増しするもの。

なお、追加交付金は緊急雇用創出事業の内、下記の重点分野雇用創造事業分として交付される
見込み。

（重点分野雇用創造事業対象事業）
○重点分野（従来の福祉、観光、農林業等６分野に加えて、教育・研究分野を追加し、更に県
独自で４分野（産業振興、暮らしの安全・安心、文化・スポーツ、子育て）を追加設定予定）
での雇用創出を図る事業

○成長の見込まれる県内産業の求める人材育成を図る事業
○事業期間（２３年度末まで）を一部２４年度末まで延長

〔緊急雇用創出事業臨時特例交付金交付決定状況〕 （単位：百万円）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２

合 計
国二次補正 国一次補正 国二次補正 国予備費 国補正

緊急雇用 １，５７０ ３，６２０ ０ ０ ０ ５，１９０
重点分野 ０ ０ １，５５０ １，０００ １，０００ ３，５５０

計 １，５７０ ３，６２０ １，５５０ １，０００ １，０００ ８，７４０
※運用益は含まない

３ これまでの取り組み状況、改善点

・平成２０年度末に国の交付金を受けて15.7億円の基金を造成し、平成２１年度から緊急雇用創

出事業を開始した。
・平成２１年度の国の補正予算で51.7億円の追加配分を受け、基金に積み増した。

・今年度の国の予備費による経済対策にあわせて10.0億円の基金積み増しを予算計上した。

・制度面での制約（事業費に占める人件費割合の要件が高いこと、雇用期間が６ヶ月未満に制限
されていたこと）から事業の進捗に支障をきたす事例があったため、国に要望し要件が緩和さ
れた。

・当初、県・市町村折半としていた予算枠を弾力的に運用することとし、効率的に事業を実施し
ている。


